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３．これまでの評価結果 過年度 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

関係機関との連携強化による課題解決力の向上

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

社会経済情勢や消費者ニーズは日々急速に変化しており、事業者に対して実効性の高い具体的な解決策を提案するなど質の高い個社支援を展開するため、関係機関との連携をこれまで以
上に強化し、商工会における課題解決力の向上を図る必要がある。

２．事業のねらい

商工会組織としての方針や対応策の検討が必要な重要課題・事業活動の方向性について、有識者会議において検討し、政策要望や事業計画立案等に反映させる。

担当部名 総務企画部 担当課名 創生プラン推進課 担当課長名 加藤のり子 施策コード 7 施策名

総合評価

27 有識者会議の設置・開催
県や関係機関等の有識者、事業者を交えた商工会成長プラン策定委員会を開催し
た。
商工会成長プランについて関係機関(15団体）に対し意見聴収を行った。

a a a Ａ

関係機関との連携をこれまで以上に強化したことに加え、商工会成長プラン策定委員会や課題検討会、理事会等での議論を踏まえて、事業者や組織にとっての重要課題の解決策を検討し
た。

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

重点課題について、その分野に詳しい専門家や有識者、関係機関等を招集して「有識者会議」を開催し、課題解決に向けた意見を取りまとめ政策立案につなげる。
県や関係機関等の有識者、専門家などにとどまらず広く意見を収集するための意見交換会等を開催する。

【取組評価】

取組コード 取組 実績 必要性 有効性 効率性

Ａ28 有識者会議による政策立案
R2年度に課題検討会において重点課題の対応方策を検討した。その内容を踏ま
え、策定委員会や理事会等において解決策を検討し、新型コロナの影響を受ける事
業者に対する政策立案や商工会成長プランの策定につなげた。

a a a

指標名

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 28 取組コード 取組コード

年度 H29 H30 R1 R2 R3

指標名 テーマ数 指標名

年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3

目標

実績 3 5 10 12 12

目標目標 6 10 10 10 10

実績実績

達成率

達成度 c c a a a

達成率達成率 50% 50% 100% 120% 120%

達成度達成度

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                          【取組評価】の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

県連合会アクションプログラムの12施策の具体的な取組内容を検討し、事業立案や政策立案につなげた。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       【取組評価】の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                               【取組評価】の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

〈評価の理由〉

アフターコロナやデジタル化など大きく時代が変化する中で、関係機関との連携を強化し、事業者の成長や地域経済の活性化に向けた課題への対応方策を検討していく必要がある。

県連合会のみならず、商工会においても地域商工業振興策の立案力を強化していく必要がある。

４．今後の対応方針（改善点）

商工会地域の商工業振興策を推進するための「政治・行政・経済界」が一体となった協議会の設立を促進する。
商工会が行う地域の現状分析から地域経済活性化施策の立案までを一貫して支援する。

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

意見聴収にあたっては、聴収先を絞り実施した。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（改善が必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ａ

この5年間では、有識者会議や課題検討会、商工会成長プラン策定委員会を設置して、事業者や地域経済、組織の重要課題の解決策を検討し事業立案や政策立案につなげた。また、商工会
成長プランに対する関係機関への意見聴収を実施した。

３．課題


